
マネジメントチーム

代表取締役
鈴	木	文	雄
昭和23年11月3日生
昭和48年 4月 当社入社
平成 6年 4月 日本光電アメリカ（株）取締役社長
平成10年 4月 当社経営企画室長
平成11年 4月 当社人事部長
平成11年 6月 当社取締役
平成15年 6月 当社常務取締役
平成17年 4月 当社システム事業本部長
平成18年 4月 当社医療機器技術センタ所長
平成19年 4月 当社総務人事部長
平成19年 6月 当社取締役　専務執行役員
平成20年 6月 当社代表取締役　社長執行役員
平成27年 6月 当社代表取締役　会長兼CEO
平成29年 6月 当社代表取締役（現在）

代表取締役
田	村	隆	司　専務執行役員
                         カスタマーサービス担当、営業本部長
昭和34年3月22日生
昭和58年 4月 当社入社
平成15年 4月 日本光電関西（株）代表取締役社長
平成19年 4月 当社営業本部長
平成19年 6月 当社執行役員
平成20年 6月 当社取締役　上席執行役員
平成23年 4月 当社海外事業本部長
平成25年 4月 当社サービス事業本部長
平成26年 4月 当社カスタマーサービス本部長
平成27年 6月 当社常務執行役員
平成28年 4月 当社営業本部長（現在）
平成29年 6月 当社代表取締役　専務執行役員（現在）

取締役
塚	原	義	人　常務執行役員
                         リレーションビジネス推進部長
昭和27年12月25日生
昭和55年 7月 当社入社
平成11年 4月 日本光電北関東（株）代表取締役社長
平成14年 4月 日本光電メビコ東販売（株）代表取締役社長
平成15年 4月 日本光電東京（株）代表取締役社長
平成19年 6月 当社執行役員
平成20年 6月 当社取締役（現在）
平成20年 6月 当社上席執行役員
平成23年 4月 当社営業本部長
平成25年 6月 当社常務執行役員（現在）
平成26年 4月 当社ウェルケア事業推進部長
平成28年 4月 当社リレーションビジネス推進部長（現在）

取締役
広	瀬	文	男　常務執行役員
　　　　　　　　 マーケティング戦略担当、呼吸器・麻酔器事業本部長
昭和35年3月2日生
昭和57年 4月 当社入社
平成15年 4月 日本光電中四国（株）代表取締役社長
平成18年 4月 当社グローバルマーケティングチーフマネジャ
平成21年 4月 当社経営企画室長
平成21年 6月 当社執行役員
平成25年 4月 当社呼吸器・麻酔器事業本部長（現在）
平成25年 6月 当社上席執行役員
平成27年 6月 当社取締役（現在）
平成29年 6月 当社常務執行役員（現在）

取締役
長谷川　正　常務執行役員
　　　　　　　　 経理・法務・  コンプライアンス・人事・情報システム担当
昭和34年6月17日生
昭和58年 4月 （株）埼玉銀行入行
平成21年 6月 （株）埼玉りそな銀行執行役員
平成23年 6月 同行常務執行役員
平成25年 6月 同行取締役兼常務執行役員
平成26年 3月 同行取締役兼常務執行役員退任
平成26年 4月 当社入社、人事部理事
平成26年 6月 当社上席執行役員
平成27年 6月 当社取締役　常務執行役員（現在）

代表取締役
荻	野	博	一　社長執行役員　経営統括
昭和45年5月28日生
平成 7年 4月 当社入社
平成19年 4月 日本光電ヨーロッパ（有）社長
平成23年 4月 当社マーケティング戦略部長
平成23年 6月 当社執行役員
平成24年 6月 当社取締役　上席執行役員
平成25年 4月 当社海外事業本部長
平成25年 6月 当社常務執行役員
平成25年10月 日本光電アメリカ（株）CEO
平成27年 6月 当社代表取締役　社長兼COO
平成29年 6月 当社代表取締役　社長執行役員（現在）

取締役
柳	原	一	照　常務執行役員　技術戦略本部長
昭和32年1月22日生
昭和55年 4月 当社入社
平成21年 4月 当社医療機器技術センタ副所長
平成23年 4月 当社技術推進センタ所長
平成23年 6月 当社医療機器技術センタ副所長
平成24年 4月 当社医療機器技術センタ所長
平成24年 6月 当社執行役員
平成26年 4月 当社技術戦略本部長（現在）
平成26年 6月 当社上席執行役員
平成27年 6月 当社取締役（現在）
平成29年 6月 当社常務執行役員（現在）

取締役
田	中	栄	一　上席執行役員　商品事業本部長
昭和37年7月15日生
昭和60年 4月 当社入社
平成14年 4月 当社市場戦略室長
平成15年10月 日本光電アメリカ（株）社長
平成20年 4月 当社総務人事部長
平成20年 6月 当社執行役員
平成23年 4月 当社用品事業本部長
平成25年 4月 日本光電富岡（株）専務
平成25年 6月 当社上席執行役員（現在）
平成26年 4月 日本光電富岡（株）代表取締役社長
平成29年 4月 当社商品事業本部長（現在）
平成29年 6月 当社取締役（現在）

取締役
吉	竹	康	博　上席執行役員　海外事業本部長
昭和41年3月20日生
昭和63年 4月 当社入社
平成15年10月 日本光電ヨーロッパ（有）社長
平成19年 4月 当社海外事業本部販売推進部長
平成20年 4月 日本光電貿易（上海）（有）董事総経理
平成23年 4月 当社中国統括本部長
平成23年 6月 当社執行役員
平成25年 4月 当社アジア・中近東統括本部長
平成27年 4月 当社海外事業本部長（現在）
平成29年 6月 当社取締役　上席執行役員（現在）

社外取締役（監査等委員）
川津原　茂　独立役員
昭和27年2月14日生
昭和50年 4月 東光㈱入社
平成14年 4月 同社営業本部第一営業部長
平成16年 4月 同社営業センター長
平成17年 6月 同社取締役営業センター長
平成20年 4月 同社代表取締役社長
平成26年 5月 同社代表取締役会長
平成27年 3月 同社常任顧問
平成28年 4月 同社非常勤顧問
平成28年 6月 当社社外取締役（監査等委員）（現在）
在任期間1年
取締役会出席回数20／20回
監査等委員会出席回数21／21回

社外取締役
山	内	雅	哉　独立役員
昭和35年3月20日生
昭和63年 4月 弁護士登録（東京弁護士会）
平成 5年 9月 中川・山内法律事務所開設
平成13年 8月 ひびき綜合法律事務所に統合（現在）
平成22年 6月 当社社外取締役（現在）
在任期間7年
取締役会出席回数28／28回

社外取締役（監査等委員）
河	村	雅	博　独立役員
昭和24年8月19日生
昭和52年 6月 税理士登録
昭和54年 3月 公認会計士登録
昭和54年 8月 河村会計税務事務所入所（現在）
平成22年 6月 当社社外監査役
平成28年 6月 当社社外取締役（監査等委員）（現在）

大都魚類（株）社外取締役（監査等委員）（現在）

在任期間（社外監査役含む）7年
取締役会出席回数28／28回
監査役会・監査等委員会出席回数30／30回

取締役（常勤監査等委員）
生	田	一	彦
昭和31年5月29日生
昭和55年 4月 当社入社
平成18年 4月 当社管理統括部経理部長
平成21年 4月 当社経理部長
平成21年 6月 当社執行役員
平成25年 6月 当社上席執行役員
平成28年 6月 当社取締役（常勤監査等委員）（現在）

社外取締役
小	原　		實　独立役員
昭和22年9月29日生
昭和61年 4月 慶應義塾大学理工学部電気工学科助教授
平成 5年 4月 慶應義塾大学理工学部電気工学科（現電子工学科）教授
平成24年 6月 当社社外取締役（現在）
平成25年 4月 慶應義塾大学名誉教授（現在）
在任期間5年
取締役会出席回数27／28回

田中　栄一 川津原　茂 河村　雅博 山内　雅哉生田　一彦 小原　實 吉竹　康博

柳原　一照 塚原　義人 荻野　博一 田村　隆司鈴木　文雄 長谷川　正 広瀬　文男
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社外取締役メッセージ コーポレート・ガバナンスの充実

持続的な企業価値の向上を目指し、
コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでいます。

　コーポレートガバナンス・コードの導入により、大手企業は社外取締役を多く採用し
てきており、多くの会社の場合、それがあたかも員数合わせのようになっている事例も 
みられますが、日本光電の場合、私が社外監査役に就任した７年前の時点で、社外取締
役は１人、社外監査役が３人でした。その意味では、他社に先駆け、社外役員の必要性
やその有効活用に早くから注目していた会社といえると思います。
　これからは、コーポレートガバナンス・コードにも示されているように、中立・独立し
た立場から、また、公認会計士・税理士としての今までの経験をもとに、取締役会や経
営会議、また指名・報酬委員会等において忌憚のない意見を述べることにより、実質的
に、かつ今まで以上に役に立つ社外取締役として、株主の負託にこたえられるように努
めてまいる所存です。

　社外取締役には、社内だけで通用するような価値観や議論に止まることがないよう、
社外の独立した立場の異なる視点を企業統治に反映させることが期待されていると考え
ています。
　日本光電は、みずからガバナンスの強化に積極的に取り組んでいる企業であり、社
内でも多角的な観点からの活発な議論がなされていますが、さらに外部の目として、ま
た、弁護士として一般の社会通念を基準としたモニタリングを行うよう心がけてまいり 
ます。
　今後とも、上記の役割を誠実に果たすことにより、日本光電グループの企業価値の
さらなる向上に微力ながら寄与できるよう、真摯に努めてゆく所存です。

　コーポレートガバナンス・コード導入から３年目を迎え、社外取締役の役割が極めて
重要と認識されてきています。経営陣と社外取締役は適度の緊張関係を維持しつつ対
立はせず、持続的成長のために貢献したいと考えています。日本光電は、医療機器業
界のリーディングカンパニーとして、医療関係の顧客に常に最高品質の医療機器・サー
ビスを提供し、社会に貢献しています。さらなる企業価値の向上には、現在のコア事業
をさらに盤石にするとともに、将来のグローバルなコア事業に成長する新規商品・サー
ビス群を、スピード感をもって開発することです。グローバル世界がカオス的に急速に
変動する最近の環境下では、世界のビッグデータを迅速・正確に解析し、データ合成
に基づいて将来予測し、経営戦略を策定し行動することが必須です。この行動過程に
はグローバル人財、多様な人財、自律的な人財の活躍が不可欠です。一層の企業価値
向上のために、社外取締役として、強い責任感を抱いて、不断の努力と建設的対話を
重ね、監督機能を果たし、積極的に貢献していきたいと考えています。

　監査等委員、独立役員、社外取締役に求められているのは、個別の業務執行に係る
意思決定ではなく、経営の方針、改善について自らの知見により助言等を行い、会社
の持続的な成長、中長期的な企業価値の向上に寄与するよう、役割、責務を果たし、
かつステークホルダの意見を取締役会に反映させることかと思います。
　当社においては、取締役が業務執行に関してしっかりと報告される機会も多く、取
締役相互の意見交換も活発に行われています。ここでの私の役割は課題を客観的にと
らえ、リスクテイクと安全性のバランスを考慮し、これまでの経験を加味した助言等を
行っていくことかと思っています。今後も企業価値のさらなる向上に繋がるよう、活動
してまいる所存です。

◆	コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方
　日本光電は、経営理念の実現に向け、商品、販売、サービス、
技術、財務体質や人財などすべてにおいて、お客様はもとより、
株主の皆様、取引先、社会から認められる企業として成長し、信
頼を確立することを経営の基本方針としています。
　この経営の基本方針および当社グループの中長期的な企業価
値の向上のため、経営の健全性・透明性・効率性の向上を目指
す経営管理体制の構築により、コーポレート・ガバナンスの充実
を図ることが重要な経営課題であると考えています。

◆	コーポレート・ガバナンス体制
　日本光電は、監査等委員である取締役が取締役会における議
決権を有することによる監督機能の強化、社外取締役の比率が高
まることによる経営の健全性・透明性の向上、業務執行の法定権
限の移譲が可能となることによる経営の意思決定の迅速化を図る
ため、監査等委員会設置会社を選択しています。また、経営の
透明性・客観性を担保するため、取締役会の任意の諮問機関とし
て、指名・報酬委員会を設置しています。独立性の高い社外取
締役を選任すること、執行役員制度を導入すること、監査等委員
会と内部監査部門・会計監査人の相互連携を図ることなどの様々
な施策を講じており、経営の管理監督機能は十分に確保されてい
ると判断しています。
　なお、社外取締役4名は、一般株主と利益相反が生じる恐れが
ない独立役員として東京証券取引所に届け出ています。社外取
締役は、経営会議等の重要な会議に出席し、客観的・中立的な
立場から適宜必要な意見を述べ、経営の監督を行っています。

・取締役会
　取締役会は監査等委員でない取締役11名（うち社外取締役は
2名）、監査等委員である取締役3名（うち社外取締役は2名）の
計14名で構成されています。取締役会は原則月1回開催し、法
令で定められた事項および日本光電グループ全体の経営に関する
重要事項の決定ならびに取締役の職務執行の監督を行っています。

・監査等委員会
　監査等委員会は3名（うち社外取締役は2名）で構成され、常
勤監査等委員を1名選定しています。各監査等委員は、監査等委
員会が策定した監査計画に従って、経営会議等の重要な会議に
出席するほか、日本光電グループの業務執行状況や財産状況の
調査等を通じ、取締役の職務執行を監査しています。また、会計
監査人および内部監査部門との緊密な連携を図っています。
　なお、常勤監査等委員は財務・会計部門における長年の業務経
験があり、財務および会計に関する相当程度の知見を有しています。

・経営会議
　取締役会の決定した基本方針に基づく経営活動を推進するた
め、取締役・執行役員で構成する経営会議を原則月3回開催し、
迅速な意思決定と機動的な業務執行に努めています。また、経
営の意思決定・管理監督機能と業務執行機能の役割を明確に分
離するため、執行役員制度を導入しています。

・指名・報酬委員会
　経営の透明性・客観性を担保するため、取締役会の任意の諮
問機関として指名・報酬委員会を設置しています。社外取締役が
委員の過半数を占めるとともに委員長も務めています。

代表取締役

取締役会（14名）

連携

連携

内部監査

経営会議

執行役員

株 主 総 会

監査 提案

諮問

監査

報告

監査等委員でない取締役
（社内9名・社外2名）

監査等委員会
（常勤1名・社外2名）会

計
監
査
人

内部監査室
品質管理委員会 CSR推進委員会

コンプライアンス委員会環境委員会

各事業部門・子会社

会社の機関・内部統制の関係

選任・解任 選任・解任 選任・解任

指名・報酬委員会

河 村　雅 博　社外取締役（監査等委員）　河村会計税務事務所

山 内　雅 哉　社外取締役　ひびき綜合法律事務所

小 原　　 實　社外取締役　慶應義塾大学名誉教授

川 津 原　茂　社外取締役（監査等委員）　
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コンプライアンスの徹底

高い倫理観に基づき、良識に従った公正で適法な企業活動
の実践に努めています。

◆	コンプライアンスの基本的な考え方
  「日本光電行動憲章」の中で「社会規範ならびに適用される法
令、規制および社内外の規則を遵守し、公正で適法な企業活動
を行います」と表明しています。
　日本光電では、これを徹底するためにコンプライアンスに関
する規定を策定するとともに、定着化・遵守に向けた従業員教
育を行っています。

◆	日本光電倫理行動規定
　日本光電の従業員が、「経営理念」および「日本光電行動憲章」
の精神を実現するために、コンプライアンスの観点から遵守す
べき行動の在り方を「日本光電倫理行動規定」に定めています。
　「日本光電倫理行動規定」の詳細については、当社ウェブサイ
トをご覧ください。

http://www.nihonkohden.co.jp/information/
pdf/conduct.pdf

◆	コンプライアンス推進体制
　日本光電では、コンプライアンスを徹底するための仕組みと
運用方法の基本事項についてを「コンプライアンス推進規定」
に定めています。「コンプライアンス推進規定」に基づき、コン
プライアンスを推進するための組織として、「コンプライアンス

委員会」を設置し、ここで法規制への対応、従業員に対する教
育研修、遵守状況のモニタリングなど、企業活動のコンプライ
アンスが守られるように規定や体制の構築、運用サポートを実
施しています。
　さらに、各グループ会社・各部門には、「コンプライアンス担
当役員」により「コンプライアンス担当者」が任命されています。

「コンプライアンス担当者」は、担当するグループ会社・各部
門におけるコンプライアンス体制の推進と徹底の役割を担って
います。

◆	コンプライアンス教育
　日本光電では、従業員がコンプライアンスについて理解し、
日常的に確認・利用しやすいように必要な規則や考え方、行動
基準等を収めた冊子「コンプライアンス手帳」を作成し、全従
業員に配布し、全従業員のコンプライアンスに対する意識と知
識の向上に持続的に取り組んでいます。
　また、毎年、各社・部門ごとに職場単位でのコンプライアン
スに関する勉強会を実施しています。従業員のコンプライアン
ス違反を防止するために法令等に関する教育を全従業員に対し
て継続的に実施しています。従業員は、所定の教材の自主学習、
読み合わせ、ディスカッションを通じてコンプライアンスの浸透
を図っています。

◆	取締役の選任プロセス
　取締役候補指名については、取締役会全体としての知識・経
験・能力のバランスを考慮し、適格かつ迅速な意思決定が実施
出来ること、ならびに各個人として人格・見識に優れ、高い倫理
観を有することを基準として、総合的に検討しています。また、
監査等委員でない取締役候補の指名基準は「コーポレートガバナ
ンス・ガイドライン」、監査等委員である取締役候補の指名基準は

「監査等委員会監査基準」に定めています。
　監査等委員でない取締役候補については、上記方針に基づき、
指名・報酬委員会が提案し、取締役会で決議することとしていま
す。監査等委員である取締役候補については、上記方針に基づ
き、指名・報酬委員会が提案し、監査等委員会で審議し同意を
得た上で、取締役会で決議することとしています。
　社外取締役の選任にあたっては、東京証券取引所が定める独
立性の要件を満たすことを条件とし、様々な分野に関する専門的
知識・経験等を有し、客観的・中立的な助言および経営の監督
が期待できる人財を選任しています。

◆	取締役の報酬
　日本光電は、業績や株主価値との連動制を高め、経営の透明
性の向上と中長期的な成長性、収益性の向上を図ることを目的と
して役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を
次のとおり定めています。
　監査等委員でない取締役（社外取締役を除く）の報酬につい
ては、月額報酬および賞与で構成します。月額報酬は役位ごとの
役割の大きさや責任範囲に基づき支給することとします。賞与は、
毎年の会社業績、貢献度等を勘案し支給することとします。ま
た、中長期の業績を反映させる観点から、月額報酬の一定割合
を自社株式の購入に充て、在任期間中保有することとします。監
査等委員でない社外取締役の報酬については月額報酬のみの構
成とします。なお、監査等委員でない取締役の報酬については、 
指名・報酬委員会で審議し、取締役会に提案することとします。
監査等委員の報酬については、月額報酬のみの構成とし、監査
等委員会の協議にて決定します。
　報酬限度額は、第65期定時株主総会決議（2016年6月28日
開催）によって、監査等委員でない取締役は年額4億円以内（う
ち社外取締役は年額3千万円以内）、監査等委員である取締役は
年額8千万円以内と定めています。

◆	社外取締役の支援体制
　社外取締役の業務連絡・補佐等は経営戦略部および監査等委
員会事務局が担当しています。社外取締役に対する情報伝達体
制については、部門や子会社からの月次業務報告を回覧する等
定期的に情報を提供するほか、取締役会や経営会議等の会議資
料を事前に配布、説明を行うなど、職務執行の補佐に努めてい 
ます。

◆	会計監査人・内部監査部門との連携
　監査等委員会は、会計監査人から監査計画等の説明や四半期
ごとの監査結果の報告を受け、意見交換を行うほか、国内外の
子会社の往査に立ち会うなど、会計監査人との緊密な連携を図っ
ています。
　また、社長直属の内部監査部門（8名）と定期的に会合を持
ち、情報交換に努め、緊密な連携を図っています。内部監査部
門は、定期的に当社および子会社におけるコンプライアンスの状
況や業務の適正性、効率性等について内部監査を実施していま
す。また、会社および業務執行について、監査等委員とも連携し
て監視機能の強化を図っています。内部監査部門は、内部監査
結果を都度社長に報告するとともに監査等委員会にも報告してい
ます。また、四半期ごとに取締役会にて、内部監査結果や改善
事項の進捗状況を取締役、執行役員に報告しています。

◆	トレーニングの方針
　求められる役割と責務を十分に理解する上で必要な知識・スキ
ルを習得するための教育訓練を就任時および就任以降も継続的
に提供・紹介し、費用を負担しています。さらに、社外取締役に
対しては、当社に関する知識の習得を支援するために社内研修部
門による研修や当社事業所の見学を実施しています。

◆	実効性評価
　日本光電は、取締役会の機能向上を図るべく、取締役会の課
題や改善点を洗い出し、取締役会の実効性を高めるための取組
みにつなげることを目的に、全取締役（監査等委員を含む）から 

（1）取締役会の規模・構成、（2）取締役会の運営状況、（3）社外
取締役に対する支援体制、（4）取締役会の意思決定プロセス、 

（5）株主および他のステークホルダとのコミュニケーション、に
関する自己評価・意見を収集し、実効性の評価および課題と今後
の改善策について議論しました。その結果、2016年度は、前回
の評価結果を踏まえ、会議資料の専門用語に注釈を付けて社外
取締役にもわかりやすくしました。また、資料の事前配布を徹底
した結果、事前に検討する時間が増え、取締役会での議論がさ
らに活性化されました。一方、取締役会への報告事項の充実や
議論の活性化により、会議時間が増えたことに対して、十分な時
間を確保する必要がある、また、決議事項の執行状況のモニタリ
ング方法のルールを整備し、監督機能をさらに強化する必要があ
る、との課題を共有しました。
　これらの改善点については、既に取締役会でその改善策を議
論・決定し、実行を開始しています。今後も、持続的な企業価値
の向上とコーポレート・ガバナンスの強化を目的として、取締役
会全体の実効性向上に継続的に取り組みます。

コンプライアンス推進担当者

取締役会

経営会議

コンプライアンス委員会

業務執行部門・子会社

コンプライアンス担当役員

コンプライアンス担当者

コンプライアンスの推進体制

全従業員にコンプライアンス手帳を配布

●	役員報酬等の額（2017年3月期）

区 分 支給人員 支給額

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

10名
（2名）

277百万円
（16百万円）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

3名
（2名）

30百万円
（14百万円）

監査役
（うち社外監査役）

4名
（2名）

13百万円
（3百万円）

合 計 17名 321百万円
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リスクマネジメントの強化

様々な事業上のリスクに適切に対応できるよう、
リスクマネジメントの整備に取り組んでいます。

コンプライアンス意識の向上を目指し、勉強会や制度の充実に 
努めています
　人命に関わる医療機器を扱う企業として、
お客様、取引先、その他関係者からの信頼は
最も重要なものだと考えています。
　たった一度でもコンプライアンス違反を犯
せば、その信頼を一瞬で失ってしまう可能性
があります。
　そのような前提に基づき、法務室では、従業
員に対してコンプライアンス教育を行ってお

り、コンプライアンス手帳の配布や職場別勉
強会を毎期実施すること等により、従業員一
人ひとりのコンプライアンス意識を高めてい
ます。
　また、腐敗行為防止規定の制定や内部通報
窓口の拡充等、コンプライアンス体制の強化
にも努めています。法務室

法務グループ
長谷川 舞

リスクの定義 リスクの内容

財務・会計
リスク

保有資産の価値の変動や、不適切な会
計処理により、損失を被るリスク

コンプライアンス
リスク

諸法令の遵守を怠ること等により、損
失を被るリスク

品質管理
リスク

製品やサービスの安全性、信頼性に問
題が生じ、損失を被るリスク

環境
リスク

環境に与える影響の低減、環境汚染の
予防活動が十分でなく、環境汚染等が
発生し、損失を被るリスク

情報開示
リスク

不適切な情報開示により、損失を被る
リスク

災害・事故
リスク

災害・事故によって業務遂行に支障を 
きたし、損失を被るリスク

システム
リスク

コンピューターシステムの障害や誤作
動、不正使用等により損失を被るリスク

戦略
リスク 経営戦略の誤りにより損失を被るリスク

◆	リスクマネジメントの考え方
　日本光電では、健全かつ円滑に事業運営を行うために、業務
全般に関してのリスクを未然に防止するための管理体制を整備
するとともに、リスクが発生した場合の対応方法を定めていま
す。

◆	リスクマネジメントの体制
　グループの業務全般のリスク管理に関する基本方針等の制
定、グループ全体のリスク管理体制の整備・推進状況の把握は
取締役会が行っています。グループ全体のリスク管理体制の整
備・推進を行う部門として「リスク管理統括部門」を定め、リス
ク管理体制の整備・推進状況を取締役会および経営会議に報告
しています。
　また、事業遂行上のリスクを８つに分類し、それぞれのリスク
分類ごとに「リスク管理部門」と「リスク関係委員会」を定めて
います。「リスク管理部門」は、担当するリスク分類について、「業
務執行部門」の教育やサポートを行うとともに、体制の整備・
推進状況を「リスク管理統括部門」に報告しています。「リスク
関係委員会」は、関連するリスク分類について、マネジメントシ
ステムの適切性・妥当性・有効性の評価等を取締役会および経
営会議に報告しています。
　また、内部監査部門による監査時に発見されたリスクについ
ては、社長へ報告を行っています。

◆	リスク分類
　リスク管理の基本的な方針を定めた「リスク管理規定」にお
いて、リスクの種類を「財務・会計リスク」「コンプライアンス
リスク」「品質管理リスク」「環境リスク」「情報開示リスク」「災害・
事故リスク」「システムリスク」「戦略リスク」に分類しています。

◆	内部通報制度
　コンプライアンスに関する報告の窓口として、内部通報窓口
を設置しています。所属長等を通じた報告ができない場合や、
それが適切または効果的でない場合に、内部通報窓口を通じて
報告するよう義務付けています。匿名でも受け付けることによ
り、報告者が、そのことにより不利益を被ることがないように保
護しています。

内部通報窓口

報告

報告

結果連絡

結果連絡

コンプライアンス委員会

日本光電グループ従業員

内部通報窓口（外部・内部窓口）

◆	贈収賄の防止
  「日本光電倫理行動規定」の中で、法令等で禁止されている
公務員または外国公務員に対する贈賄行為を禁止し、日本の贈
収賄に関連する法令、米国のFCPA（海外腐敗行為防止法）、
英国のBribery Act（贈収賄防止法）をはじめ、日本光電が事
業活動を行うすべての地域で腐敗防止に関する法令を遵守する
よう徹底しています。また、贈賄を防止するための詳細なルー
ルや手続きを定めた腐敗行為防止規定を制定して、その遵守を
徹底しています。

◆	医療機関との透明性に関する取り組み
　日本医療機器産業連合会により、企業活動における医療機関
等への支払い資金の情報を公開することを定めた、「医療機器
業界における医療機関等との透明性ガイドライン」が策定され
たことを受け、日本光電では、「日本光電と医療機関等との関
係の透明化に関する指針」を定めました。2013 年４月１日以降
の医療機関、医療担当者に対する支払資金の情報を当社ウェブ
サイトを通じて公開しています。

リスク分類表

リスクマネジメント体制

取締役会

代表取締役

経営会議

業務執行部門・子会社 IT安全管理委員会

防災管理委員会

情報開示委員会

環境委員会

品質管理委員会

個人情報保護委員会

コンプライアンス委員会

リスク関係委員会

リスク管理統括部門

リスク管理部門リスクの
種類ごと

リスク管理の整備、
推進状況の報告

各リスクのマネジメント
システムの有効性評価
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◆	リスク管理の自己評価
　日本光電の子会社および本社部門は、リスク管理の自己評価
を「リスク管理自己チェックシート」および「部門点検シート」
にて行っています。「リスク管理統括部門」は、リスク管理体制
の推進状況と今後の対応とともに、自己評価の結果を取締役会
へ報告しています。

◆	リスク発生時の対応
　リスク分類ごとに、関連する規定を定めています。リスク発
生時の対応は、それぞれのリスク分類に関連する規定に定めて
います。

◆	災害リスクマネジメント
・基本的な考え方
　人の命に関わる医療機器は、大規模災害時においても円滑に
供給を継続することが必要です。医療機器メーカとして、大規
模な災害が発生した時においても、従業員およびその家族の安
全を確保しつつ、製品・サービスの供給を継続できるよう災害
リスクへの対応を行っています。

・事業継続計画(BCP)
　大規模な地震の発生による被害・損害を被った場合にも、製
品・サービスの提供を継続あるいは早期に復旧できるよう、
2015年3月にBCPを策定しました。BCPでは、主要な事業所
について、事業所ごとに体制表、災害時の初動対応マニュア
ル、初動対応後の事業復旧計画、業務手順書、平時の減災対
策などを定めています。

・事業継続マネジメント(BCM)
　災害時にBCPが有効に機能するよう、BCPの運用管理を目的
とした「BCP運用管理委員会」を設置しています。委員会では、
災害時にBCPが有効に機能するよう、全社的な教育・訓練を定
期的に実施しています。また、BCPの定期的な見直しを実施し、
継続的な改善を図っています。

◆	情報リスクマネジメント
・基本的な考え方
　情報関連の技術や環境は常に変化しており、新しい利用方法
が生み出されるとともに、新たなリスクが日々出現しています。
利便性の高いIT活用を促進し業務効率向上を図る一方で、会社
の機密情報や、個人情報が漏えいすることのないよう、状況の
変化に応じた様々な対策を行っています。

・情報セキュリティ確保への取り組み
　日本光電では、お客様・患者さん、お取引先様、従業員など
ステークホルダの個人情報や、重要な機密情報を保護するため
に、個人情報に関する規定や、IT利用に関する規定を策定して
います。
　こうしたIT利用に関するルールは「IT安全対策委員会」が定
めています。
　また、業務執行部門や子会社に「ネットワーク利用推進委員」
を配置し、従業員へのルールの周知、指導、支援を行ってい 
ます。

・従業員への教育
　日本光電では、IT利用に関する規定について従業員に周知す
るとともに、個人情報保護法の遵守や社内ルールの周知・定着
などを目的とした教育を継続的に実施しています。

・社外認証の取得
　情報セキュリティのさらなる向上のために、社外からの認証
を取得しています。2005年７月にはプライバシーマークを取得
しました。さらに、2015年１月には、当社グループのシステム
製品のリモートサービス設備の運用管理業務を登録範囲として、
情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）JIS Q 27001

（ISO/IEC 27001）認証を取得しました。

日本光電のBCPの基本方針
従業員及びその家族の生命、健康を最優先するとともに
雇用を守る

お客様へ商品供給とサービスの責任を果たし、医療体制
の維持に努める

お客様への支援を行い、地域社会に貢献する

協力会社と連携を密にして、双方の経営への影響を最小
限にとどめる

日本光電工業（株）
は 一 般 社 団 法 人 
日 本 情 報 経 済 社 
会推進協会からプ
ライバシーマークを
取得しています。

IS 617365 / JIS Q 27001
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呼 称 日本光電（NIHON KOHDEN）

社 名 日本光電工業株式会社
（NIHON KOHDEN CORPORATION）

設 立 1951年8月7日

資 本 金 75億4千4百万円

売 上 高 連結1,662億円（2017年3月期）

事業内容 医用電子機器の開発・製造・販売

従業員数 連結4,934名

欧州
7拠点

アジア州
7拠点

米州
10拠点

日本
4拠点

会社概要（2017年3月31日現在）

発行可能株式総数 197,972,000株

発行済株式の総数 89,730,980株

株主数 6,872名

子会社28社（2017年6月30日現在）

株式の状況（2017年3月31日現在）

販売・販売促進
日本光電アメリカ（株）
日本光電メキシコ（株）
日本光電ラテンアメリカ（株）
日本光電ブラジル（有）
日本光電ヨーロッパ（有）
日本光電ドイツ（有）
日本光電フランス（有）
日本光電イベリア（有）
日本光電イタリア（有）
日本光電UK（有）
日本光電シンガポール（株）
NKSバンコク（株）
日本光電ミドルイースト（株）
日本光電コリア（株）

開発・製造・販売・販売促進
日本光電富岡（株）

（株）日本バイオテスト研究所
（株）ベネフィックス
上海光電医用電子儀器（有）
デフィブテック LLC
日本光電インディア（株）
日本光電マレーシア（株）
日本光電フィレンツェ（有）
医用電子機器・ソフトウェア開発
NKUSラボ（株）
ニューロトロニクス（株）
日本光電イノベーションセンタ（株）
オレンジメッド（株）
グループ総務関連・派遣業務

（株）イー・スタッフ
その他
リサシテーションソリューション（株）

IR 情報のページでは・・・一般の皆様へのページでは・・・

当社ウェブサイトのご紹介

個人投資家様向けページもより充実！
より分かりやすく、親しみやすく。

編集方針
日本光電では、事業を通じた社会的責任（Corporate Social Responsibility : 

CSR）に対する姿勢や、持続可能な社会づくりの貢献に向けた取り組みに	
ついて、ステークホルダの皆様にわかりやすくお伝えすることを目的とし、	
統合報告書を発行しています。統合報告書は、以下の点に留意して編集し
ています。

報告対象範囲

組織：	本報告書は、日本光電工業株式会社および連結子会社28社
の合計29社（2017年6月30日現在）を対象としています。
期間：	2016年4月1日～2017年3月31日
	 ※	ただし、活動内容については、2017年4月以降の内容および2016	
	 	 年3月以前の内容を一部含みます。

免責事項

本報告書には、日本光電の過去と現在の事実だけでなく、発行日時
点における計画や見通しなどの将来予測が含まれています。
この将来予測は、記述した時点で入手した情報に基づいた仮定ない
し判断であり、諸与件の変化によって、将来の事業活動の結果や事
象が予測とは異なったものとなる可能性があります。
読者の皆様には、以上をご了承いただきますようお願いします。

発行時期

2017年10月（次回2018年9月予定）

発 行
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